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論文の内容の要旨

本論文は、栄養塩因子を考慮した数値シミュレーションによる藻類生産ーエネルギー利用循環型システム

総合評価モデソレを開発し、藻類によるバイオ燃料生産と水質浄化が両立可能なシステムを生産性、経済性お

よび環境負荷の視点から総合的に分析したものである。本論文は、全6章で構成される。

第 1章は、研究の背景、目的、内容、意義および手法と本論文の構成についてまとめている。カーボンニュー

トラルである資源作物によるバイオ燃料の大規模生産は、食料との競合あるいは耕地開発による環境破壊等

の問題を引き起こしかねないと指摘されている。バイオマス原料としての藻類は食料供給と競合する可能性

のある耕地を必要とせず、単位土地当たりの収量が従来のバイオ原料に比べて数十倍から数百倍と圧倒的に

高い点にエネルギ一利用の利点があるとしている。第 2章は、藻類技術の活用及び培養技術の現況について

述べている。米国 NationalRenewable Energy Labsは、 1978年から 1996年にかけて藻類から再生可能な燃料

を得るプロジ、エクトを実施した。このプロジェクトの実験結果より、藻類の増殖率は 10-50g m 2 day 1とい

うデータが得られており、藻類から生産される油は油の採れる陸生の植物と比べて面積当たりの採油量が

30倍にもなることが見出されている。微細藻類は高等植物の 10倍以上の二酸化炭素 (C02) 固定能力を有

しており、 CO2を藻類に吸収させ生産性を上げながら、バイオガスとバイオ燃料を同時に生産できる循環型

システムの構築が可能であるとしている。

第3章では、下水処理場の二次処理水または培養液を循環利用することを想定して栄養塩因子を明示的に

扱い、藻類生産ーエネルギー利用循環型システムを総合的に評価するモデルを構築した。水環境における浮

遊性の微細藻類の生態学的研究では光合成速度と共に窒素やリンなどの無機栄養塩の取り込み速度が従来か

ら注自されている。本論文では、藻類の単位面積当たりの収量に注目し、 Zemke等のモデルに基づいて、光

条件、栄養塩投入量および培養装霞の特鍛を外生パラメータとして扱う増殖モデルを開発し、循環型システ

ムの有効性を総合的に分析している。第 4章では、循環型システムの経済性分析に取り入れた各パラメータ

を論じている。商業規模の微細藻類の培養法は、開放式と閉鎖式に分けられる。それぞれの代表的合装震は
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raceway pondとphotobioreactorである。 Racewaypond方式は屋外で自然光を利用して培養する方法で、安価

で大量培養が可能である半面、外的環境からの影響を受けやすく、安定した培養には高度な技術を必要とす

るo Photobioreactor方式は環境条件を制御して行う培養で、安定した品質と生産性を確保できる半面、設備

費用が大きい。それぞれ lヘクタール当たりの(減価償却費十運転費用)は 28，975千円/年および 109，526

千円/年と推定している。

第5章では、藻類の培養装置を茨城県県南地域に設置することを想定し、本論文で構築した総合評価モデ

ルを用いて循環型システムの総合評価を行なった。下水処理場の二次処理水を利用し、 racewaypond方式を

用いてC.vulgaris (8. braunii) を培養対象種とした場合、 lヘクタール当たり年間 126kg (111 kg) の窒素環

境負荷削減効果があると推定している。 Photobioreactor方式で藻類バイオ燃料の生産性を最大化するには、

窒素流出量を適正に管理して培養液を 50-80%循環利用した場合が最も効果的であると推定した口理論的

には、 photobioreactor方式の場合、バイオ燃料は 1ヘクタール当たり年間 120千 L生成可能であり、生産コ

ストは 256円 L1になる o Raceway pond方式を用いる場合を想定すると、バイオ燃料生産コストは 198円

L1になり、 iヘクタール当たり年間最大 53千 Lの収量が得られると試算したコバイオ燃料の生産性につい

てphotobioreactor方式は racewaypond方式の 2.8倍の生産性を有することを明らかにした:)2008年度の統計

データによると日本の全体で運輸部門は年間 29百万 klの軽油を消費している。これと同等量の軽油を供給

するためには、 Photobioreactor方式を用いた場合 195千ヘクタールの装置設置面積で足りるが、エネルギー

収支および環境負荷の視点からは、バイオ燃料を生産した後の残i査を畜産廃棄物バイオマス発酵プラントに

投入して窒素を循環させると、上記 photobioreactor方式単独での生産コスト 256円L1が 210円L1に改善

される。第 6章では、本論文の結論と今後の課題についてまとめている。より精度の高い評価や効率的なシ

ステム設計のため、今後光合成による藻類の増殖と油脂蓄積の関係を解明する研究の積み重ねが必要で、ある

としている。さらに、藻類生産性をより正確に推測するために、リンや温度等の環境要因をモデルに取り入

れることも重要であるつ

審査の結果の要旨

本研究は藻類からバイオ燃料を製造して軽油代香とする場合、その生産コストはどれくらいか、また環境

負荷改善効果どれくらいか、栄養塩の注入と排出のバランスをどのように最適化するか、藻類培養方式と藻

類種の組み合わせによりこれらの値はどのように変化するか、あるいはこれらの数値を改善するためには培

養方式、栄養塩注入方法、藻類残盗処理方法、エネルギー供給方法をどのように組み合わせて環境負荷の少

ない循環型システムを構築すべきかを明らかにすることを目的としている。本研究では、 Goldman(1979)、

Weyer等 (2010)およびZemke等 (2010)による藻類増殖モデルを改良して、栄養塩類の注入、排出量、濃

度、培養液循環率、光照射量等のシステム設計上の主要なパラメータで、最適化可能な藻類増殖数値モデルを

開発し、これに基づいて立地条件にあったシステムを構築する場合の諸条件の違いによるシステム全体の経

済性、環境負荷削減効果等を分析している c このような研究はこれまでに世界的に例がなく初めてのもので

ある。結果として得られた、藻類技術によるバイオ燃料製造と高度下水処理との両立は不可能であること、

バイオ燃料製造量最大化、生産コスト最小化および窒素負荷量最小化それぞれに適した藻類種(油脂率、生

長率等の特性)と培養方法を明らかにしたこと、本研究で最適であるとして提案されているようなバイオマ

スメタン発酵装置とのハイブリッドによる循環型システムにおいても連続的な運転が可能であるもののその

製造単価はシステムを最適化した場合でも 210円L1にとどまることなど今後の藻類油脂利活用方法やその

生産システム設計において有益な'情報を与えるものであり、この点でも独創的な研究として高く評価できる。

平成 24年 2丹7日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最終試験
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を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結果、審査委員全員

によって合格と判定された。

よって、著者は博士(環境学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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